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独立行政法人 海上技術安全研究所 平成 27 年度計画 

  

国立研究開発法人海上技術安全研究所（以下「研究所」という。）の中長期計画を実行す

るため、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 35 条の８において読み替えて

準用する通則法第 31 条に基づき研究所に係る平成 27 年度の年度計画を以下のとおり策

定する。 

 

Ⅰ．年度計画の期間 

 

年度計画の期間は、平成 27 年度の 1 年間とする。 

 

Ⅱ．年度計画の基本方針 

 

研究所は、保有する豊富な専門的知見、大型の研究施設、質の高い技術力により、行政

ニーズや社会ニーズに対して必要とされる技術ソリューションを迅速かつ適切に生み出し、

国及び国民に提供することにより、海事分野における政策課題の解決に資すること及び海

事・海洋分野でのイノベーションを推進することが研究所の任務と認識し、研究に取り組ん

でいく。本年度においては、国の「グリーン・イノベーションの推進」、「安全・安心の確保」、

「国際ルール形成への戦略的な関与」、「海事産業の国際競争力強化」、「海洋資源、海洋

再生エネルギー等の開発・普及」等の遂行に積極的に貢献するため、①研究所の実験施

設を核にしたイノベーション研究開発拠点化、②安全・環境のスペシャリスト、③政策支援・

提言機能の充実を目指す。 

研究の実施に当たっては、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22

年 12 月閣議決定）を踏まえ、大学や民間等との役割分担の明確化、研究の重点化等を図

りつつ、適切に業務を実施していく。 

また、「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）

（以下「基本的方針」という）及び平成 26 年に改正された独立行政法人通則法に従い、国立

研究開発法人として「研究開発成果の最大化」を図るとともに、３研究所が有する研究開発

業務上の特性・プレゼンスを損なうことなく、かつ、３研究所が統合することによる相乗効果

が得られるよう統合準備等を進める。 

 

Ⅲ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 

 

１．研究マネジメントの充実と研究成果の普及促進 



2 

 

(１) 研究マネジメントの充実と外部連携の強化 

① 戦略的企画 

海事行政に係る政策課題を的確に把握し研究への橋渡しをするとともに、研究成

果と課題の的確なマッチングを念頭に置いた研究を推進するため、研究戦略案の策

定及び研究資源の配分案を企画立案する。 

特に、「安全・安心の確保」、「グリーン・イノベーションの推進」及び「国際ルール形

成への戦略的な関与」を実現するために、技術的なフィージビィリティスタディー、研究

テーマの選定、研究開発体制の構築等を含んだ総合的な研究開発計画の企画立案・

コーディネート機能の向上を図る。 

また、基本的方針に従って３研究所の統合を行うことにより、シナジー効果が得ら

れる研究テーマの検討を３研究所共同で行う。 

② 外部からの研究評価の拡充 

外部評価委員会における評価者に対し、研究課題の位置付けや行政の動向、技

術開発動向等の関連説明、アウトカムの視点からの成果の説明を充実することにより、

外部有識者による研究評価の充実を図るとともに、民間等との研究分担、連携強化、

重複の排除、研究の重点化等の観点を加えた評価により、研究計画から成果に至る

までの各研究フェーズにおいて評価を実施し、社会・行政の動向や研究の進捗状況

を踏まえた的確な研究の見直しを行う。 

③ 基礎研究の活性化 

海事分野での新たなシーズの創生を図るため、大学等と連携して行う「大学等連携

型基盤研究」枠や研究ポテンシャル維持・向上を図る内部研究資金での若手研究者

の優先枠の設定を行う。また、若手・中堅研究者の研究能力等の向上のための人材

育成に一層取り組む。 

加えて、科学研究費補助金等の競争的資金への応募を積極的に進める。 

④ 研究者の意欲向上に資する環境の整備 

海事・海洋分野でのイノベーション、政策支援機能の充実を目指すためには、研究

制度の見直し、活性化を実施するだけでなく、職制にとらわれない研究者の登用や個

人の評価へ業績を適切に反映するための制度の確実な実施と充実を図る。 

⑤ 産学官が結集して行う研究開発の推進 

「研究所の実験施設を核にしたイノベーション研究開発拠点の形成」を推進するた

め、オープンラボの利用促進を図る。 

また、長期の開発期間を要する基盤的技術開発を加速するため、大学、民間、他

の公的研究機関等との有機的な連携を推進する組織を充実させ、連携によるプロジ

ェクトを形成する機能を強化する。 

⑥ 外部との人材交流等の促進 

地球環境保全、海洋開発等の新たな分野での研究開発能力を高めるとともに、海

事産業における基盤的な人材育成に貢献するため、所内研修講座の外部受講者へ
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の開放・受入、長期のインターンシップ受入や大学、民間、外国研究機関等との人材

交流、若手研究員のＯＪＴ研修等、情報交換、連携協定締結等、外部との連携の促進

を行う。 

特に、横浜国立大学との連携・協力関係を通じて形成した教育拠点により、海洋分

野の基盤的な人材育成に積極的に貢献する。 

本年度計画期間中に、連携大学院、インターンシップ制度等の更なる活用により、

延べ 40 名程度の研修員を受け入れる。 

 

(２) 研究成果の普及及び活用の促進 

① 政策支援機能の拡充 

研究所が蓄積した技術基盤及び研究成果を活用し、海難事故の分析、海上輸送の

安全確保、海洋環境の保全等に関する国内基準の策定・改正、海事産業の発展のた

めの社会経済分析・基盤技術の確保、放射性輸送物質等の安全の確認、油等防除

活動への助言等に関し、国土交通省における海事政策の立案・実施に積極的に貢献

する。 

また、国内外の産学官における研究開発動向の収集・分析、海上交通流シミュレー

ション、環境ライフサイクルコスト等の新たな政策評価ツールを活用した海事行政に

係る懸案事項への政策提言を行う。 

さらに、府省横断による戦略的イノベーション創造プログラム、国土交通省による海

洋産業の戦略的振興のための総合対策等の海洋フロンティア分野の研究開発に積

極的に貢献する。 

② 実用化等の成果の普及、活用の促進 

研究成果の産業界における活用促進を図るとともに、研究所が有さない技術を補

完し、研究成果の質の向上、実用化を加速するため、大学、民間、他の公的研究機

関等との連携を図り、共同研究の実施や委託研究の受託を促進するとともに、競争

的資金に積極的に応募し、本年度計画期間中に、共同研究及び受託研究について

は、延べ 154件以上の研究を、各種競争的資金については、延べ 25件以上の研究を

それぞれ実施する。 

さらに、研究活動を紹介する広報については、冊子等の発行やインターネットを通

じた情報提供のさらなる充実を図り、インターネットホームページの更新をタイムリー

に更新し、メールニュースの発信、海技研ニュースの発行等、わかりやすい情報提供

に努める。 

施設見学については、大規模な施設公開に加え、一般からの要望にきめ細かく応

えられるよう、希望者を公募して小規模な実験公開等を、合計年６回以上実施する。 

③ 戦略的知的財産の取得、活用及び運用 

研究所の成果の発信の形態として、特許等知的財産権の出願、論文の発表、国内

外の学会・講演会での発表、ソフトウェアの提供等、多種多様な手段を活用する。こ
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の際、知的財産権の実施料については、23 年度に行った検証結果を適切に反映させ

る。 

成果の公表にあたっては、行政的な観点及び産業界での有効活用の観点から知

的財産権化すべきものについては、漏れなく特許、実用新案等を出願し、戦略的かつ

適切な権利取得に一層努める。 

また、本年度計画期間中に、所外発表については、延べ 312 件以上を、特許、プロ

グラム等の知的財産所有権の出願については、延べ 49 件以上を、それぞれ実現す

るとともに、国外への知の成果発信の観点から、英文論文数を 100 件以上とする。 

 

２．政策課題解決のために重点的に取り組む研究 

 

中期計画に掲げた次に記載する研究に重点的に取り組むこととし、これら重点的に取り

組む研究開発課題に迅速かつ的確に対応するため、経営資源を重点的に充当する。 

研究課題は「民間にできることは民間に委ねる」との考え方に沿い、安全・環境に関する

基準策定に係る研究等政策課題への対応には必要不可欠な技術であるがビジネスの観点

からは利用価値の低いものや先導的でリスクが高く民間での取り組みが困難なものであっ

て、独立行政法人として一貫した取り組みが必要なものに重点化する。 

特に、本年度は、海洋フロンティア分野における海洋再生エネルギー、海洋資源開発に

関する研究を拡大して貢献していく。 

なお、課題に対する研究の選定・研究過程、成果に関して、国際海事機関（ＩＭＯ）、国際

標準化機構（ＩＳＯ）等の国際機関における議論の進捗及び海事行政の政策動向に合わせ

て適時適切に成果を創出できるよう、中期目標に規定された考え方に則り、研究所による

内部評価及び識者による外部評価を通じ、適切に行う。 

特に、平成 26 年の独立行政法人通則法の改正を踏まえた「研究成果の最大化」を目指

した、第３期の中期計画の成果の取りまとめの支援を行う。 

 

【海上輸送の安全の確保】 

荷重・構造一貫性能直接評価手法の確立、リスクベース安全性評価手法の標準化等の

研究開発を通じて、国際ルール化を日本が主導し、安全性の強化と社会的な負担の適

正化を両立させる合理的な安全規制体系の構築を支援していくため設計レベルからの

革新的安全確保技術の確立を目指した合理的規制体系の構築に関する次の研究を行

う。 

（１）安全性の確保・向上に資する、先進的な構造解析技術等を活用した安全性評価手法

の開発・高度化及び革新的動力システム等の新技術に対応した安全性評価手法の開

発に関する研究 

－波浪荷重から構造強度までを一貫して解析する手法の造船設計での活用にむけてプロ

グラムの改良を進め、設計業務の手順書として取りまとめる。 等 
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（２）リスクベース安全性評価手法等を用いた合理的な安全規制体系化に関する研究 

－旅客船やタンカーを対象にリスクベース安全性評価手法を適用し、設計支援ツールの

実用性の向上のための改良、適用拡大を行う 等 

また、海難事故の大幅削減を目指し、海難事故の再発防止を図るため、残された数少な

い事実から、事故を再現し、欠落した事故の経緯を迅速に推定し、真の海難事故原因

を解明する手法について、更なる高度化を図るとともに、これら真の事故原因、前項の

研究成果を踏まえた、適切な事故再発防止対策の調査研究とその費用便益効果、社

会合理性の検証を可能とする政策ツール等の開発に関する次の研究を行う。 

（３）海難事故等発生時の状況を高精度で再現し、解析する技術の高度化及び適切な対

策の立案のための研究 

－海上交通流シミュレーションを具体的な海域に適用し、 迂回航行、規制航路の延長、

分離航行等の新たな運航規制を適用した場合の 費用対効果について検証する 等 

 

【海洋環境の保全】 

国際ルール化を日本が主導すること等による環境インパクトの大幅な低減と社会合理性

を兼ね備えた環境規制の構築に向けて、その前提となる基盤的な環境技術、特に、環

境基準の構築のコアとなる環境影響評価技術、ＰＭ計測技術等と「ゼロエミッション（環

境インパクトゼロ）」を目指した環境インパクトの大幅な低減が可能なシステム・要素技

術等の基盤的技術に関する次の研究を行う。 

 

（４）環境インパクトの大幅な低減と社会合理性を兼ね備えた環境規制の実現に資する環

境評価技術の高度化及び環境規制体系の構築のための研究 

－大気環境規制の評価ツールを用いて、スクラバ―による排ガス中のＳＯｘ削減を対象に、

船舶からの排出量の低減効果を評価し、環境規制に伴う費用に基づいて規制の効果を

定量的に評価する 等 

 

（５）船舶のグリーン・イノベーションの実現に資する革新的な環境負荷低減技術及びその

普及に必要となる実海域における運航性能評価手法の開発及び高度化に関する研究 

－実海域性能評価を可能とするためのＣＦＤプログラム（ＮＡＧＩＳＡ）に、回転するプロペラ

近傍流れを正確に再現する手法を組み込み、プログラムを高度化する。 

－ＣＦＤを適用して高次のＥＥＤＩ規制に対応する船型開発を進める。 

 

（６）船舶の更なるグリーン化等を実現するための、ＮＯｘ、ＳＯｘ、ＰＭ等の大気汚染物質の

削減、船舶の運航に起因する生態系影響の防止に資する基盤的技術及びその普及に

必要となる性能評価手法の開発及び高度化に関する研究 

－低硫黄燃料の使用やスクラバーによるＢＣ（ブラックカーボン）・ＰＭ等の削減効果の評

価法を開発する。  
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－複数機関での比較等により、作成した国際標準原案を改訂し、新規作業項目提案の準

備を行う 等 

 

【海洋の開発】 

浮体式海洋構造物の安全性評価手法、海洋開発に伴う環境負荷軽減等は海洋利活用の

基礎となるものであり、その開発・高度化を図ることにより我が国周辺海域における海

洋再生可能エネルギーの開発・普及促進、海洋資源の確保及び産業競争力強化に資

する次の研究を、研究所と内外の関係機関との連携のもと行う。 

（７）浮体式洋上風力発電等の海洋再生可能エネルギー生産システムに係る基盤技術の

開発並びに安全性評価手法の開発及び高度化に関する研究 

－浮体式洋上風力発電システムの導入促進を図るため実用的な荷重・応力モニタリング

手法を開発する。 

－浮体式波力発電施設の安全ガイドライン案を作成する 等 

 

（８）浮体技術を利用した海洋資源生産システムの基盤技術の開発並びに安全性評価手

法の開発及び高度化に関する研究 

－洋上天然ガス生産システムの洋上出荷シミュレータの実用性向上の為の改良を行う。

また、採掘・揚鉱システムの実海域オペレーションに関する安全性の評価手法を整備す

るとともに、揚鉱管の耐久性に関する評価手法を検証する 

－海底熱水鉱床等の広域探査を行うための小型で安価な航行型ＡＵＶの初号機１機を開

発する。また、洋上中継器、投入揚収装置を開発する 等 

 

【海上輸送の高度化】 

物流の効率化等に資するため、海上輸送を支える造船、海運、物流分野の基盤的技術開

発、特に、モード間を有機的に結びつけた物流の最適化や船員の制度的なスキルと現

状、最近のＩＴ技術の急速な進歩を踏まえた航海支援システムの改善等、従来の研究

領域、分野を超えた融合化研究の必要性が高まっている領域についての次の研究を

行う。 

 

（11）海上輸送の新たなニーズに対応した運航支援技術・輸送システム等の開発に関する

研究 

－機関点検支援システムの商用化に向け、H26年度に機能追加した陸上からの指示に基

づく作業支援機能の検証と改良を行う。また、イニシャルコストの低減を実現するため、

ＡＲ（Augmented Reality）技術を活用した艤装工程支援システムの改良等を行う 

－ＡＩＳを持っていない船舶に周辺海域の船舶の動静情報を提供するシステムの開発を完

了する 

－バスフロート（シームレス）船の普及を支援するための導入効果シミュレーション等の開
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発を行う。等 

 

３．戦略的な国際活動の推進 

 

研究成果の国際基準化、国際標準化を目指して基準化研究、要素技術開発のバランス

の取れた研究計画を企画立案し、国際的な技術開発動向を踏まえつつ研究を実施するとと

もに、ＩＭＯ、ＩＳＯ等への国際基準案の我が国の提案作成について、積極的に関与し、本年

度計画期間中に 20 件以上の提案文書等を作成する。 

また、我が国の提案実現のため、ＩＭＯ、ＩＳＯ等の国際会議の審議に参加し、技術的なサ

ポートを実施するとともに、会議の運営に積極的に関与するとともに、主要国関係者に我が

国提案の理解醸成を図るため、戦略的に国際シンポジウム、セミナーを１回以上開催する。 

加えて、海事産業の安全・環境技術開発を加速するために海外研究機関・研究者との連

携、交流を一層促進する。 

また、基準等に関連する要素技術等の開発についても、基準化と連携を取りながら、積

極的に研究開発を進めていく。 

特に本年度は、研究所が検討を進めてきた排ガス洗浄装置ガイドラインの改正に貢献す

る。 

 

IV．業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 

１．組織の見直しの継続 

 

個別の研究の実施について、その規模や目標、研究の遂行に際して関係する機関等の

状況などに応じ、プロジェクトチーム設置など、柔軟な研究実施体制をとる。このため、必要

に応じて、研究開発を円滑に進めて行くための組織の見直し、研究員配置の適切化を行

う。 

特に本年度は、国が進める海洋開発の推進強化に貢献するため、一層の海洋開発関係

の組織強化を行うとともに、３研究所統合に向けた取組みの強化を図るための体制整備を

行う。 

また、保有資産については、その保有の必要性を不断に検証する観点から、引き続き、

利用度の把握等を行う 

 

２．事業運営の効率化 

 

(１) 管理・間接業務の効率化等 

電力使用量の抑制等により管理・間接業務の一層の効率化を図るとともに、近隣の研究

機関との共同調達やコスト意識を徹底して効率的な研究の実施を図る等により、業務経費
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（人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及び特殊要因により増減する経費を

除く。）、一般管理費の抑制を図る。 

また、現有する知的財産については、今後の活用見込みと維持経費を勘案し、権利維持

するものを取捨選択することで保有コストの削減に努めるとともに、知的財産の実施許諾の

推進、研究施設の外部利用の促進及び受託研究の獲得拡大、競争的資金への積極的な

応募により、収入の確保・拡大を図る。 

なお、収入の確保・拡大に当たっては、民業を圧迫しないように、かつ、本来の研究業務

の円滑な実施に支障を来さないように、事前の確認を行う。 

 

(２) 契約管理の強化 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月

閣議決定）に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進し、業務運営の

効率化を図るものとする。 

この場合において、平成 26 年の独立行政法人通則法の改正により研究・開発事業等に

係る調達については、その特殊性に配慮しつつ行うこととなったことから、簡易入札の更な

る活用、他の独立行政法人の事例等をも参考に、透明性が高く、効率的な契約の運用手順

の見直し等を行う。 

また、外部有識者からなる契約監視委員会による契約状況の点検・見直しを行う。 

 

(３) 内部統制の充実・強化 

内部統制については、平成26年の独立行政法人通則法の改正により理事長のガバナン

スの確保、監事監査、情報セキュリティ強化、コンプライアンス遵守、リスク評価の実施等が

法定化されたことを踏まえ、これまでの取組みを点検するとともに、改正趣旨を踏まえて、

内部規程の整備、運用の改善等を行う。 

特に、情報セキュリティ対策と研究不正行為の防止に向けて取組みを強化する。 

 

V．財務等に関する事項 

 

１．予算（人件費の見積もりを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

（１）予算 （別紙） 

（２） 収支計画 （別紙） 

（３） 資金計画 （別紙） 

 

特に、本年度は、25 年度末に雪害により損傷を受けた実海域再現水槽の復旧費用の捻

出を考慮した適切な予算運用を行う。 

 



9 

 

２．短期借入金の限度額 

 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、

700 百万円とする。 

 

３．不要な財産を処分する計画 

 

特になし 

 

４．重要な財産を譲渡し、又は担保にする計画 

 

特になし 

 

５．剰余金の使途 

 

剰余金が発生した場合には、独立行政法人通則法及び中期計画に従い、適切な処理を

行う。 

 

Ⅵ．その他主務省令で定める業務運営に関する重要事項 

 

１．施設及び設備に関する計画 

 

既存の施設・設備について、研究を実施していくうえで必要不可欠なものの維持管理に

予算を重点配算するとともに、その有効利用を図る。 

特に、本年度は、海洋構造物試験水槽の性能向上のための改修工事等を一部実施す

る。 

 

２．人事に関する計画 

 

中期目標期間中に、定年退職等を含めた適切な人員管理を行い、その結果生じた減

員については、公募による選考採用や産学官との連携強化のための人事交流、任期付

き研究員の採用を図ることとするが、業務運営の効率化などにより人員管理の効率化に

努める。 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与

の在り方について厳しく検証した上で、給与改定に当たっては、引き続き、国家公務員に

準拠した給与規程の改正を行い、その適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組

状況を公表する。 
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なお、人件費※注）に関し、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進

に関する法律」（平成18年法律第47号）において削減対象とされた人件費（以下「総人件

費改革において削減対象とされた人件費」という。）について削減を図る。 

 

 

ただし、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分及び以下に該当する者に係る人件

費（以下「総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付研究者等」という。）について

は削減対象から除くこととする。 

� 競争的資金又は受託研究若しくは共同研究のための民間からの外部資金により雇

用される任期付職員 

� 国からの委託費及び補助金により雇用される任期付研究者 

� 運営費交付金により雇用される任期付研究者のうち、若手研究者（平成 17 年度末

において 37 歳以下の研究者をいう。） 

※注）対象となる人件費の範囲は、常勤役員及び常勤職員に支給する報酬（給与）、

賞与、その他の手当の合計額とし、退職手当、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利

費）を除く。 

なお、海洋開発の推進強化に貢献するため「総人件費改革の取組の削減対象外とな

る任期付研究者等」の積極的な活用等を図る。 

併せて、国の人事院勧告等に準拠して、退職金等の改正を行う。 



別紙

予算等

予　　算 収支計画 資金計画
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

区　　　　　　　　分 ２７年度 区　　　　　　　　分 ２７年度 区　　　　　　　　分 ２７年度
収入 費用の部 3,436 資金支出 3,418
　運営費交付金 2,729 　経常費用 3,436 　業務活動による支出 3,292
　施設整備費補助金 126 　　研究業務費 2,263 　投資活動による支出 126
　受託収入 521 　　受託経費 482 　財務活動による支出 0
　その他収入 42 　　一般管理費 547 　次期中期目標の期間への繰越金 0

　　減価償却費 144
　財務費用 0 資金収入 3,418

　　計 3,418 　臨時損失 0 　業務活動による収入 3,292
支出 　　　運営費交付金による収入 2,729

　人件費 2,204 収益の部 3,436 　　　受託収入 521

　業務経費 520 　運営費交付金収益 2,729 　　　その他収入 42

　施設整備費 126 　手数料収入 0 　投資活動による収入 126
　受託経費 482 　その他収入 42 　　　施設整備費補助金による収入 126

　一般管理費 86 　受託収入 521 　　　施設整備費による収入 0

　寄付金収益 0 　　　その他収入 0

　資産見返負債戻入 144 　財務活動による収入 0
　臨時利益 0 　　　無利子借入金による収入 0

　前期中期目標の期間よりの繰越金 0
純利益 0
目的積立金取崩額 0

　　計 3,418 総利益 0

人件費の見積もり 1,707

運営費交付金の算定ルール 別  添

※退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職手当支給規程に基づいて支給することとなるが、その全額について、運営費交付金を財源とするものと想定している。

※各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

※上記人件費の見積もりの額は、中期目標期間中、総人件費改革において削減対象とされた人件費であって、総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付研究者等の人件費
を除く。なお、上記の削減対象とされた人件費と総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付研究者等の人件費を合わせた総額は、1,739百万円である。（国からの委託費、補
助金、競争的研究資金及び民間資金の獲得状況等により増減があり得る。）



別添

○運営費交付金＝人件費＋一般管理費＋業務経費－自己収入

１．人件費＝当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等

　（１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額

　　（イ）基準給与総額
23年度・・・所要額を積み上げ積算
24年度以降・・・前年度人件費相当額-前年度退職手当所要額、総人件費改革対象人件費が27年度に対22年度5%減となるよう漸減

　　（ロ）新陳代謝所要額
新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年度化額－前年度退職者の給与総額のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額のうち当年度分

　　（ハ）退職手当所要額
当年度に退職が想定される人員ごとに積算

　（２）前年度給与改定分等（２４年度以降適用）
昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額
なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとする。運営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。

２．一般管理費
前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効率化係数（α）×消費者物価指数（γ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因

３．業務経費
　　　研究経費
　 前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化係数（β）×消費者物価指数（γ）×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因

４．自己収入
過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上

一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定
業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定
消費者物価指数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定
政策係数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の必要性、独立行政法人評価委員会による評価等を総合的に勘案し、毎年度の予算編成過程において決定
所要額計上経費：公租公課、電子計算機借料等の所要額計上を必要とする経費
特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特定の年度に一時的に発生する資金需要に応じ計上

[注記]　前提条件：
一般管理費の効率化係数（α）：中期計画期間中は0.97として推計
業務経費の効率化係数（β）：中期計画期間中は0.99として推計
消費者物価指数（γ）：中期計画期間中は1.00として推計
政策係数（δ）：中期計画期間中は1.00として推計
人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は0として推計

海上技術安全研究所運営費交付金の算定ルール

特殊要因：中期計画期間中は0として推計（「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成22年12月7日閣議決定）」に基づき、大阪支所の在り方を検討した結果、同支所を廃止する
　　　　　　 場合は、三鷹本所への統合等に伴う経費を計上する必要がある。）


